
190721TOKYO 

 

 

 

 

テーマ：売買 
 

合格[新民法]体験講義 
 

 

 

 

改正民法条文集 
 

 

 

 

 

司 法 書 士 

海老澤 毅 専任講師 



 



 

 

改正民法条文集 

辰已法律研究所 1 

（手付） 

第５５７条 買主が売主に手付を交付したときは，買主はその手付を放棄し，

売主はその倍額を現実に提供して，契約の解除をすることができる。ただ

し，その相手方が契約の履行に着手した後は，この限りでない。 

２ 第５４５条第４項の規定は，前項の場合には，適用しない。 

 

（権利移転の対抗要件に係る売主の義務） 

第５６０条 売主は，買主に対し，登記，登録その他の売買の目的である権

利の移転についての対抗要件を備えさせる義務を負う。 

 

（他人の権利の売買における売主の義務） 

第５６１条 他人の権利（権利の一部が他人に属する場合におけるその権利

の一部を含む。）を売買の目的としたときは，売主は，その権利を取得して

買主に移転する義務を負う。 

 

（買主の追完請求権） 

第５６２条 引き渡された目的物が種類，品質又は数量に関して契約の内容

に適合しないものであるときは，買主は，売主に対し，目的物の修補，代

替物の引渡し又は不足分の引渡しによる履行の追完を請求することができ

る。ただし，売主は，買主に不相当な負担を課するものでないときは，買

主が請求した方法と異なる方法による履行の追完をすることができる。 

２ 前項の不適合が買主の責めに帰すべき事由によるものであるときは，買

主は，同項の規定による履行の追完の請求をすることができない。 

 

（買主の代金減額請求権） 

第５６３条 前条第１項本文に規定する場合において，買主が相当の期間を

定めて履行の追完の催告をし，その期間内に履行の追完がないときは，買

主は，その不適合の程度に応じて代金の減額を請求することができる。 

２ 前項の規定にかかわらず，次に掲げる場合には，買主は，同項の催告を

することなく，直ちに代金の減額を請求することができる。 

一 履行の追完が不能であるとき。 

二 売主が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

三 契約の性質又は当事者の意思表示により，特定の日時又は一定の期間

内に履行をしなければ契約をした目的を達することができない場合に

おいて，売主が履行の追完をしないでその時期を経過したとき。 

四 前三号に掲げる場合のほか，買主が前項の催告をしても履行の追完を

受ける見込みがないことが明らかであるとき。 

３ 第１項の不適合が買主の責めに帰すべき事由によるものであるときは，

買主は，前二項の規定による代金の減額の請求をすることができない。 

 

（買主の損害賠償請求及び解除権の行使） 

第５６４条 前二条の規定は，第４１５条の規定による損害賠償の請求並び

に第５４１条及び第５４２条の規定による解除権の行使を妨げない。 

 

（移転した権利が契約の内容に適合しない場合における売主の担保責任） 

第５６５条 前三条の規定は，売主が買主に移転した権利が契約の内容に適

合しないものである場合（権利の一部が他人に属する場合においてその権

利の一部を移転しないときを含む。）について準用する。 
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2 辰已法律研究所 

（目的物の種類又は品質に関する担保責任の期間の制限） 

第５６６条 売主が種類又は品質に関して契約の内容に適合しない目的物を

買主に引き渡した場合において，買主がその不適合を知った時から一年以

内にその旨を売主に通知しないときは，買主は，その不適合を理由として，

履行の追完の請求，代金の減額の請求，損害賠償の請求及び契約の解除を

することができない。ただし，売主が引渡しの時にその不適合を知り，又

は重大な過失によって知らなかったときは，この限りでない。 

 

（目的物の滅失等についての危険の移転） 

第５６７条 売主が買主に目的物（売買の目的として特定したものに限る。

以下この条において同じ。）を引き渡した場合において，その引渡しがあっ

た時以後にその目的物が当事者双方の責めに帰することができない事由に

よって滅失し，又は損傷したときは，買主は，その滅失又は損傷を理由と

して，履行の追完の請求，代金の減額の請求，損害賠償の請求及び契約の

解除をすることができない。この場合において，買主は，代金の支払を拒

むことができない。 

２ 売主が契約の内容に適合する目的物をもって，その引渡しの債務の履行

を提供したにもかかわらず，買主がその履行を受けることを拒み，又は受

けることができない場合において，その履行の提供があった時以後に当事

者双方の責めに帰することができない事由によってその目的物が滅失し，

又は損傷したときも，前項と同様とする。 

 

（競売における担保責任等） 

第５６８条 民事執行法その他の法律の規定に基づく競売（以下この条にお

いて単に「競売」という。）における買受人は，第５４１条及び第５４２条

の規定並びに第５６３条（第５６５条において準用する場合を含む。）の規

定により，債務者に対し，契約の解除をし，又は代金の減額を請求するこ

とができる。 

２ 前項の場合において，債務者が無資力であるときは，買受人は，代金の

配当を受けた債権者に対し，その代金の全部又は一部の返還を請求するこ

とができる。 

３ 前二項の場合において，債務者が物若しくは権利の不存在を知りながら

申し出なかったとき，又は債権者がこれを知りながら競売を請求したとき

は，買受人は，これらの者に対し，損害賠償の請求をすることができる。 

４ 前三項の規定は，競売の目的物の種類又は品質に関する不適合について

は，適用しない。 

 

（抵当権等がある場合の買主による費用の償還請求） 

第５７０条 買い受けた不動産について契約の内容に適合しない先取特権，

質権又は抵当権が存していた場合において，買主が費用を支出してその不

動産の所有権を保存したときは，買主は，売主に対し，その費用の償還を

請求することができる。 

 

第５７１条 削除 

 

（担保責任を負わない旨の特約） 

第５７２条 売主は，第５６２条第１項本文又は第５６５条に規定する場合

における担保の責任を負わない旨の特約をしたときであっても，知りなが
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辰已法律研究所 3 

ら告げなかった事実及び自ら第三者のために設定し又は第三者に譲り渡し

た権利については，その責任を免れることができない。 

 

（権利を取得することができない等のおそれがある場合の買主による代金の

支払の拒絶） 

第５７６条 売買の目的について権利を主張する者があることその他の事由

により，買主がその買い受けた権利の全部若しくは一部を取得することが

できず，又は失うおそれがあるときは，買主は，その危険の程度に応じて，

代金の全部又は一部の支払を拒むことができる。ただし，売主が相当の担

保を供したときは，この限りでない。 

 

（抵当権等の登記がある場合の買主による代金の支払の拒絶） 

第５７７条 買い受けた不動産について契約の内容に適合しない抵当権の登

記があるときは，買主は，抵当権消滅請求の手続が終わるまで，その代金

の支払を拒むことができる。この場合において，売主は，買主に対し，遅

滞なく抵当権消滅請求をすべき旨を請求することができる。 

２ 前項の規定は，買い受けた不動産について契約の内容に適合しない先取

特権又は質権の登記がある場合について準用する。 

 

（買戻しの特約） 

第５７９条 不動産の売主は，売買契約と同時にした買戻しの特約により，

買主が支払った代金（別段の合意をした場合にあっては，その合意により

定めた金額。第５８３条第１項において同じ。）及び契約の費用を返還して，

売買の解除をすることができる。この場合において，当事者が別段の意思

を表示しなかったときは，不動産の果実と代金の利息とは相殺したものと

みなす。 

 

（買戻しの特約の対抗力） 

第５８１条 売買契約と同時に買戻しの特約を登記したときは，買戻しは，

第三者に対抗することができる。 

２ 前項の登記がされた後に第６０５条の２第１項に規定する対抗要件を備

えた賃借人の権利は，その残存期間中一年を超えない期間に限り，売主に

対抗することができる。ただし，売主を害する目的で賃貸借をしたときは，

この限りでない。 
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